
２月25日開会
市長より議案について
提案理由の説明

２月26～27日
８人の議員による一般質問
で市政を問う（７面参照）

３月２日
議案質疑及び委員会付託、予算
決算常任委員会（質疑、分担付託）

３月３～４日
総務、文教経済、健康福祉の３常任委
員会・分科会で議案や請願の審査

３月６日
予算決算常任委員会で各分科会長
報告を行い、議案の審査

３月17日
追加議案の提案理由の説明・討論・
採決（結果は６・８面参照）

３月７日（土曜議会）
各委員会から審査結果報告後、討論・
採決（結果は８面の賛否表参照）

合志市 議会だより

 第57号

2020年３月定例会

合志市議会　3月定例会の流れ 今回は新型コロナウイルス対応のため土曜議会を開催し３月17日閉会となりました。

インターネットで議会の様子を
ぜひご覧下さい。

合志市議会 検 索

どうしたら選挙に行きたくなるか！
熊本高専生131名と対話

どうしたら選挙に行きたくなるか！
熊本高専生131名と対話
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令和２年第１回定例会

令和２年５月14日発行

　さる１月24日（金）熊本高等専門学校において、議会報告会を兼ねた「熊本高等専門学校生と合志市議会議員の懇談会」が
開催されました。学生（３年生131名）に13～15名の９班に分かれてもらい、ひと班に議員２名が付き、ファシリテーター
の司会進行のもと、テーマを「どうしたら選挙に行きたくなるか」に絞ってワークショップ形式で意見を交換しました。選挙の
投票率が低迷する昨今、選挙権を得たばかりの現代の若者が何を考えているのか大変貴重な意見を伺うことが出来ました。学生
の意見など詳しくは５ページをご覧ください。

令和２年度当初予算を可決しました。
一般会計 278億5,000万円
国民健康保険特別会計 63億9,572万円
後期高齢者医療特別会計 6億6,479万円
介護保険特別会計 46億7,486万円
工業団地整備事業特別会計 1億6,745万円

詳しくはＰ２・３を

ご覧ください。

令和元年度一般会計補正予算
　第４号補正（2億4,000万円）で減額、第５号補正（３億4,868万4
千円）を追加し、総額264億２,000万円とすることを可決しました。

　３月定例会は、２月25日（火）から３月19日
（木）までの24日間の会期で開催しました。（閉
会は17日。）
　令和２年度当初予算、令和元年度補正予算、条
例など、市長提出議案等36件、議員提出議案６件
を審査しました。その他報告２件がありました。
　議決結果は、市長提出議案等36件が原案どお
り可決、議員提出議案６件可決となりました。　
　一般質問は、８人が市政に関する問題を質問
し、今定例会には、延べ28人の方々が傍聴に訪
れました。
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議会費
1億9,678万6千円（0.5%増）

総務費
21億6,655万7千円（5.8%減）

民生費
115億9,235万9千円（6.1%増）

衛生費
17億8,487万円（15.9%増）

農林水産費
3億5,499万5千円（9.9%増）

商工費
5億1,662万3千円（99.3%増）

土木費
23億6,834万1千円（20.7%増）

消防費
7億3,271万8千円（9.7%増）

教育費
58億9,862万9千円（36.5%増）

災害復旧費
30万円（47.0%減）

公債費
22億1,782万2千円（19.3%増）

予備費
2,000万円（増減なし）

その他
14億3,270万2千円（19.0%増）

市債
42億3,250万円（17.9%増）

県支出金
24億6,343万1千円（19.9%増）

国庫支出金
60億2,304万円（26.6%増）

地方交付税
39億5,000万円（14.5%増）

その他
25億8,855万4千円（27.2%増）

市税
71億5,977万3千円（1.6％減）

一般会計歳出

令和２年度予算

25.7％

5.1%

8.8%

21.6% 14.2%

9.3%

15.2%

一般会計歳入

278億5,000 万円

7.8%

41.6%

6.4%

8.5%

21.2%

8.0%

個人市民税

法人
市民税

固定
資産税 

軽自動車税

市たばこ税 

個人市民税  28億2,420万5千円（  2.7%増）
法人市民税    9億6,299万9千円（25.6%減）
固定資産税  28億7,721万4千円（  4.5%増）
軽自動車税    1億8,850万3千円（  5.7%増）
市たばこ税    3億   685万2千円（  1.6%増）

学校教育施設等整備事業 
　　　　　16億4,840万円（138.0%増）

児童福祉費負担金　7億5,835万7千円
　　　　　　　　　　　　（49.5%増）

保育所運営負担金
 15億3,434万1千円（  44.1%増）
商工費補助金   1億1,893万6千円（全増）
公立学校新築事業費負担金
   9億2,974万5千円（157.1%増）

内訳はこちら

65.0％65.0％
35.0％35.0％
自主財源

依存財源
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歳出（施策別）

歳出（性質別）

文部科学省ホームページより

令和元年度
一般会計補正予算

第４号
２億4,000万円 減額

第５号
３億4,868万円 増額

補正後予算額
264億2,000万円

GIGAスクールネットワーク構想の実現 無線LAN敷設工事
　小学校　１億5,113万円　　中学校　5,634万円

1.4%

5.8%
9.3%

18.9%

41.9%

22.7%
市民参画によるまちづくりの推進
･････････････ 8,640万円     （53.9%減）

行政改革の推進
････････ 37億1,934万4千円（13.0%増）

財政の健全化
････････ 25億2,435万5千円（16.8%増）

子育て支援の充実
････････ 65億9,115万8千円（  7.8%増）

健康づくりの推進
････････ 16億7,493万5千円（  2.4%増）

社会福祉の推進
･･････････6億65万円          （  6.3%減）

高齢者の自立と支援体制の充実
･･････････7億4,310万8千円（13.6%増）

障がい者（児）の自立と社会参加の促進
･････････20億4,979万円    （  0.5%減）

義務教育の充実 ･････････････････････････ 47億9,546万5千円（44.1%増）
生涯学習の推進 ･･･････････････････････････3億6,705万4千円（  8.6%増）
生涯スポーツの推進 ･･････････････････････････ 6,320万2千円（  2.2%減）
人権が尊重される社会づくり ･･････････････････ 3,809万1千円（10.0%増）
歴史・伝統・文化を活かした郷土愛の醸成 ･･････ 1,323万7千円（36.3%増）

危機管理対策の推進 ･･･････････････15万3千円（増減なし）
防災対策の推進 ････････････ 7億8,232万9千円（  5.2%増）
交通安全対策の推進 ･････････････ 774万3千円（36.6%減）
防犯対策の推進 ･･･････････････ 2,877万2千円（39.8%減）
住環境の充実 ･････････････････ 8,352万2千円（25.6%減）
水環境の保全 ･･･････････････････ 306万5千円（  2.7%増）
水の安定供給と排水の浄化 ･･ 5億8,100万円     （増減なし）
廃棄物の抑制とリサイクルの推進
･････････････････････････10億7,987万8千円（29.9%増）

地球温暖化防止対策の推進 ･････ 1,007万9千円（108.9%増）

計画的な土地利用の推進 ･････8億7,753万円     （137.9%増）
計画的な道路整備 ･･･････････6億4,224万1千円（  6.7%減）
公共交通の充実 ･････････････1億   722万2千円（15.7%増）

農業の振興 ････････････････････2億2,430万円     （  9.9%増）
商工業の振興･･････････････････････ 2,882万7千円（24.9%増）
企業誘致の促進と働く場の確保 ･･1億2,655万円     （  7.9%減）

自治の健康
63億3,009万9千円（12.2%増）

福祉の健康
116億5,964万1千円（5.0%増）

人件費 ････31億1,696万6千円（  0.7%増）
扶助費 ････81億5,910万2千円（  5.1%増）
公債費 ････22億1,782万2千円（19.3%増）

義務的経費
134億9,389万円（6.1%増）

普通建設事業費 ････ 59億4,789万8千円（48.1%増）
災害復旧事業費 ････････････30万円     （47.0%減）

投資的経費
59億4,819万8千円（48.1%増）

物件費 ･･･････････････ 32億   611万1千円（16.2%増）
維持補修費 ････････････････4,708万9千円（12.8%増）
補助費 ･･･････････････ 27億9,684万8千円（  8.5%増）
積立金 ････････････････ 1億3,760万6千円（19.9%減）
投資及び出資金・貸付金 ･･3億7,858万円    （  4.6%増）
操出金 ･･･････････････ 18億2,167万8千円（  6.9%増）

その他経費
83億8,791万2千円（10.1%増）

予備費
2,000万円（増減なし）

教育の健康
52億7,704万9千円（39.8%増）

生活環境の健康
25億7,654万1千円（10.3%増）

都市基盤の健康
16億2,699万3千円（41.5%増）

産業の健康
3億7,967万7千円（4.1%増）

48.5%

21.4%

30.1%

0.1%

を可決しましたを可決しました 対前年比 14.3%増
34億8,000万円増278億5,000 万円

市たばこ税 
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 議案質疑
令和元年度一般会計補正予算（第４号）
プレミアム付商品券事業の実績は。
非課税対象者8,987人のうち申請者は、3,785
人、申請率42.11％である。うち、86人が申請
却下し、3,699人に購入引換券を発送した。子育
て世帯は平成28年４月２日から令和元年９月30
日生まれまでが対象で、2,429
人に引換券を発送した。現時点で
の商品券購入者は合計3,837人
（62.61％）である。
地域おこし協力隊の報酬と活動補助金を減額して
いるがその内容は。
令和元年度当初は交通防災課、企画課、商工振興
課、生涯学習課に各１名計４名だったが、そのう
ち２名が退職したため。現在は、商工振興課１名、
生涯学習課１名の計２名が活動している。

関係予算減額の理由は。
健康づくり推進課で健康づくり支援のため、運動
指導士を地域おこし協力隊として募集していたが、
採用に至らなかったため、隊員報酬206万４千円
と活動補助金150万円を全額減額するものである。

令和２年度一般会計予算
こども医療費の市外病院利用について、現物対応
の実施予定は。
システム改修や社会保険診療報酬支払基金等への
委託手続き、制度周知期間として約半年ほどを見
込み、令和２年10月診療分から実施予定である。

予
算
決
算

委
員
長

　
　青
木

　照
美

副
委
員
長

　
　来
海

　恵
子

委

　
　員

　
　議
長
を
除
く

　
　
　
　
　
　全
議
員

問
答

問
答

問

答

問

答

（環境衛生課）

熊本高等専門学校熊本キャンパス３年生と市議会との懇談会
テーマ『どうしたら選挙に行きたくなるか』

議会報告会

懇談会の意見

懇談会に参加した学生感想
●選挙（政治）を近く感じることができ、選挙
　がどんなものか知ることができて良かった。
●投票に関する事の改善策は出たけれども、市
　に対する関心が上がるか疑問に思った。
●結局自分達の意見しか言っていないと思う。
　議員さん達が自分達の話をする時間が少な
　かったのでもっと話を聞きたかった。
●色々な同級生の選挙に対する意見を聞くこと

ができて良かった。実現してほしい内容もたくさんあった。
●選挙というのは自分達の地域・国を担っていく人たちを知るものなので、自分に利益があるの
かではなく住みやすい市、国にしていくものであると思った。そして何より選挙、政治に興味
を持とうと思った。

45分という短い時間でしたが、131名の斬新な意見を聞かせて
いただき感謝しています。学生のみなさんが、まちづくりや選挙
に関心を持ってもらえるよう議会も努めてまいります。

【
審
議
日
程
】

●
令
和
２
年
３
月
２
日
（
月
）

　全
体
会

質
疑
及
び
分
科
会
（
総
務
分
科

会
、
文
教
経
済
分
科
会
、
健
康

福
祉
分
科
会
）
を
設
置
し
付
託

事
件
の
審
査
を
行
な
う
こ
と
と

し
た
。

●
令
和
２
年
３
月
３
日
（
火
）、

　
４
日
（
水
）

　分
科
会

　
３
分
科
会
に
よ
る
審
査
を
行

な
っ
た
。

●
令
和
２
年
３
月
６
日
（
金
）

　全
体
会

　
討
論
・
採
決

※

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
対
応
の
た

め
総
括
質
疑
は
行
な
わ
な
か
っ
た
。

スマートフォン等を
活用し、ネット投票
できるようにする。

選挙税を取り、選挙
に行った人にはキャッ
シュバックする。

議員を身近に感じら
れるようYouTube
等で動画配信する。

複数の候補者に投票
できるようにする。

Q 次の選挙では、ぜひ投票に行きたいと思い
　 ましたか。

未回答

どちらでもない

行きたくない

行きたい

Q 今回の懇談会に参加して、議会を身近に
　 感じることができましたか。

未回答

どちらとも言えない

できなかった

できた

65%
2%

24%

9%

60%

5%

26%

9%

来海議会運営委員長より一言
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常任委員会・分科会（予算決算常任委員会）の審査概要
【委員会】
成年被後見人等の権利の制限に係る措
置の適正化等を図るための関係法律の
整備に関する法律の施行に伴う関係条
例の整備に関する条例
　　第１条にある合志市印鑑の登録及び証明に関す

る条例の一部改正で、「成年被後見人」を「意思
能力を有しない者」に改めるとのことだが、意
思能力を有しない判断はどのように行なうのか。

　　印鑑登録申請時において、本人に登録の意思確
認を行ない、確認ができなければ登録できない
ことになる。

【分科会】
令和元年度合志市一般会計補正予算

財   政   課
　　ふるさと納税の寄附額が伸びた理由と内容に

ついて把握しているか。

　　運営サイトへの返礼品の追加を積極的に行な
い、季節等にあわせてトップページを変更し、
メールマガジン等でのPRによる効果と考える。
寄附の分析としては、一人当たりの単価は
減っているが、寄附件数
が昨年度に比較し伸びて
いる。

令和２年度合志市一般会計予算
秘 書 政 策 課

　　グラウンドタウン構想計画策定業務委託とは
何か。

　　合志市総合運動公園内に中九州横断道路が通
ることに伴う野球場の移転と、その残地の活
用についての検討及び、中央グラウンドの老
朽化に伴う整備を一体的に行なうための事業
化を検討する事業になる。

総

　務

【委員会】
令和２年度合志市下水道事業会計予算
問　塩浸川浄化センター水処理４系列目の増設は

将来の水量増を見越してのことなのか。
　　新設工業団地等における下水道使用量の増を

見込んでの増設である。

【分科会】
令和元年度合志市一般会計補正予算

土 地 区 画 整 理 室
　　令和２年度の御代志区画整理事業でどう変わ

るのか。また御代志駅の開業はいつを予定し
ているのか。令和２年度から鉄道移設に着手
するのか。

　　国道東側の恵楓園付近の家屋等を移転し、都
市計画道路工事の着手を予定している。令和

４年度の開業を目指しており、令和２年度か
ら鉄道移設に着手予定である。

商 工 振 興 課
　　市商工会への補助金が300万円増額された内

容は。
　　市商工会事務所があるルーロ合志を拠点とし

た地域のにぎわい創出や市内事業者の持続的
発展に向けた新たな取り組みに関する事業費
になるが、市商工会で「（仮称）地域賑わい創
出検討委員会」の立ち上げや創業支援、需要
動向調査費用など、またそれに伴う人件費も
含まれる。

文
教
経
済

【委員会】
合志市学童保育施設条例
問　野々島市民センターにある第３学童クラブは
どうなるか。

答　改修中の新しい施設に移設し、第４・第５の
学童クラブが新設される。

令和２年度合志市介護保険特別会計予算
問　総合事業の通所や訪問事業のサービスを提供
する側の担い手不足は
ないのか。

答　担い手不足はあるが、
現在はボランティア育
成を行い、登録者は若
干増えている。

【分科会】
令和２年度合志市一般会計予算

高 齢 者 支 援 課
問　ふれあい館の自家発電装置工事は予備の装置
か。

答　平成14年開館したが、自家発電装置は消防
用のものしかなく、今回指定避難所として、
災害時に対応できるよう工事を行なう。

福　祉　課
問　民生・児童委員の活動について、楓の森小・
中学校区域においての取り扱いは。

答　新設校の行政区は、東部西部どちらにも所属
しており、令和２年度中に民生・児童委員協
議会と協議し区域の見直しを行なう。
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 議案質疑
令和元年度一般会計補正予算（第４号）
プレミアム付商品券事業の実績は。
非課税対象者8,987人のうち申請者は、3,785
人、申請率42.11％である。うち、86人が申請
却下し、3,699人に購入引換券を発送した。子育
て世帯は平成28年４月２日から令和元年９月30
日生まれまでが対象で、2,429
人に引換券を発送した。現時点で
の商品券購入者は合計3,837人
（62.61％）である。
地域おこし協力隊の報酬と活動補助金を減額して
いるがその内容は。
令和元年度当初は交通防災課、企画課、商工振興
課、生涯学習課に各１名計４名だったが、そのう
ち２名が退職したため。現在は、商工振興課１名、
生涯学習課１名の計２名が活動している。

関係予算減額の理由は。
健康づくり推進課で健康づくり支援のため、運動
指導士を地域おこし協力隊として募集していたが、
採用に至らなかったため、隊員報酬206万４千円
と活動補助金150万円を全額減額するものである。

令和２年度一般会計予算
こども医療費の市外病院利用について、現物対応
の実施予定は。
システム改修や社会保険診療報酬支払基金等への
委託手続き、制度周知期間として約半年ほどを見
込み、令和２年10月診療分から実施予定である。

予
算
決
算

委
員
長
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木
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美

副
委
員
長

　
　来
海

　恵
子

委

　
　員
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長
を
除
く

　
　
　
　
　
　全
議
員

問
答

問
答

問

答

問

答

（環境衛生課）

熊本高等専門学校熊本キャンパス３年生と市議会との懇談会
テーマ『どうしたら選挙に行きたくなるか』

議会報告会

懇談会の意見

懇談会に参加した学生感想
●選挙（政治）を近く感じることができ、選挙
　がどんなものか知ることができて良かった。
●投票に関する事の改善策は出たけれども、市
　に対する関心が上がるか疑問に思った。
●結局自分達の意見しか言っていないと思う。
　議員さん達が自分達の話をする時間が少な
　かったのでもっと話を聞きたかった。
●色々な同級生の選挙に対する意見を聞くこと

ができて良かった。実現してほしい内容もたくさんあった。
●選挙というのは自分達の地域・国を担っていく人たちを知るものなので、自分に利益があるの
かではなく住みやすい市、国にしていくものであると思った。そして何より選挙、政治に興味
を持とうと思った。

45分という短い時間でしたが、131名の斬新な意見を聞かせて
いただき感謝しています。学生のみなさんが、まちづくりや選挙
に関心を持ってもらえるよう議会も努めてまいります。

【
審
議
日
程
】

●
令
和
２
年
３
月
２
日
（
月
）

　全
体
会

質
疑
及
び
分
科
会
（
総
務
分
科

会
、
文
教
経
済
分
科
会
、
健
康

福
祉
分
科
会
）
を
設
置
し
付
託

事
件
の
審
査
を
行
な
う
こ
と
と

し
た
。

●
令
和
２
年
３
月
３
日
（
火
）、

　
４
日
（
水
）

　分
科
会

　
３
分
科
会
に
よ
る
審
査
を
行

な
っ
た
。

●
令
和
２
年
３
月
６
日
（
金
）

　全
体
会

　
討
論
・
採
決

※

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
対
応
の
た

め
総
括
質
疑
は
行
な
わ
な
か
っ
た
。

スマートフォン等を
活用し、ネット投票
できるようにする。

選挙税を取り、選挙
に行った人にはキャッ
シュバックする。

議員を身近に感じら
れるようYouTube
等で動画配信する。

複数の候補者に投票
できるようにする。

Q 次の選挙では、ぜひ投票に行きたいと思い
　 ましたか。

未回答

どちらでもない

行きたくない

行きたい

Q 今回の懇談会に参加して、議会を身近に
　 感じることができましたか。

未回答

どちらとも言えない

できなかった

できた

65%
2%

24%

9%

60%

5%

26%

9%

来海議会運営委員長より一言
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常任委員会・分科会（予算決算常任委員会）の審査概要
【委員会】
成年被後見人等の権利の制限に係る措
置の適正化等を図るための関係法律の
整備に関する法律の施行に伴う関係条
例の整備に関する条例
　　第１条にある合志市印鑑の登録及び証明に関す

る条例の一部改正で、「成年被後見人」を「意思
能力を有しない者」に改めるとのことだが、意
思能力を有しない判断はどのように行なうのか。

　　印鑑登録申請時において、本人に登録の意思確
認を行ない、確認ができなければ登録できない
ことになる。

【分科会】
令和元年度合志市一般会計補正予算

財   政   課
　　ふるさと納税の寄附額が伸びた理由と内容に

ついて把握しているか。

　　運営サイトへの返礼品の追加を積極的に行な
い、季節等にあわせてトップページを変更し、
メールマガジン等でのPRによる効果と考える。
寄附の分析としては、一人当たりの単価は
減っているが、寄附件数
が昨年度に比較し伸びて
いる。

令和２年度合志市一般会計予算
秘 書 政 策 課

　　グラウンドタウン構想計画策定業務委託とは
何か。

　　合志市総合運動公園内に中九州横断道路が通
ることに伴う野球場の移転と、その残地の活
用についての検討及び、中央グラウンドの老
朽化に伴う整備を一体的に行なうための事業
化を検討する事業になる。

総

　務

【委員会】
令和２年度合志市下水道事業会計予算
問　塩浸川浄化センター水処理４系列目の増設は

将来の水量増を見越してのことなのか。
　　新設工業団地等における下水道使用量の増を

見込んでの増設である。

【分科会】
令和元年度合志市一般会計補正予算

土 地 区 画 整 理 室
　　令和２年度の御代志区画整理事業でどう変わ

るのか。また御代志駅の開業はいつを予定し
ているのか。令和２年度から鉄道移設に着手
するのか。

　　国道東側の恵楓園付近の家屋等を移転し、都
市計画道路工事の着手を予定している。令和

４年度の開業を目指しており、令和２年度か
ら鉄道移設に着手予定である。

商 工 振 興 課
　　市商工会への補助金が300万円増額された内

容は。
　　市商工会事務所があるルーロ合志を拠点とし

た地域のにぎわい創出や市内事業者の持続的
発展に向けた新たな取り組みに関する事業費
になるが、市商工会で「（仮称）地域賑わい創
出検討委員会」の立ち上げや創業支援、需要
動向調査費用など、またそれに伴う人件費も
含まれる。

文
教
経
済

【委員会】
合志市学童保育施設条例
問　野々島市民センターにある第３学童クラブは
どうなるか。

答　改修中の新しい施設に移設し、第４・第５の
学童クラブが新設される。

令和２年度合志市介護保険特別会計予算
問　総合事業の通所や訪問事業のサービスを提供
する側の担い手不足は
ないのか。

答　担い手不足はあるが、
現在はボランティア育
成を行い、登録者は若
干増えている。

【分科会】
令和２年度合志市一般会計予算

高 齢 者 支 援 課
問　ふれあい館の自家発電装置工事は予備の装置
か。

答　平成14年開館したが、自家発電装置は消防
用のものしかなく、今回指定避難所として、
災害時に対応できるよう工事を行なう。

福　祉　課
問　民生・児童委員の活動について、楓の森小・
中学校区域においての取り扱いは。

答　新設校の行政区は、東部西部どちらにも所属
しており、令和２年度中に民生・児童委員協
議会と協議し区域の見直しを行なう。
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・菊池・山鹿地域自転車ネットワークについて
・協議会、審議会等の会議録の公開について

　法改正等により嘱託員制度はどう変わるのか。
　地方公務員法の一部改正で、特別職非常勤職員の厳格化に伴

い、これまでの特別職の地方公務員という位置づけができなくな
る。令和２年４月以降は現在の内容を業務委託として引き続きお
願いする予定だ。守秘義務については委託契約書の中に秘密の保
持や個人情報保護に関する内容も記載し、遵守していただく。

　嘱託員制度が変わることについて十分な説明をしているのか。
それに対して意見はなかったのか。

　嘱託員会議開催時に説明している。委託をお願いする中身は変
わらないということで、不都合が出るという意見はなかった。

問

上田　欣也議員

「業務委託」に変わる嘱託員制度

　県は新たに堀川の浸水想定に加えて、「家屋倒壊等氾濫想定区
域」を示した。大雨時堀川の川岸が壊れて家屋が倒壊する可能性の
ある範囲を表している。市のハザードマップにも載せるのか。

　見難くならないよう配色等を考慮して掲載したい。
　東日本大震災の時の「釜石の奇跡」は、中学生らが自ら考えて

行動を起こした結果成し遂げたもの。堀川の家屋倒壊想定等、児童

生徒には自分の命は自分で守る教育が大事である。小中学生の希望
者に防災士資格取得を提案するが教育委員会、市長部局へ伺う。

　訓練や防災教育等で防災士の紹介を取り組む。
　様々な課題があるが今後防災士協議会等の中で検討して行く。

青山　隆幸議員

堀川浸水想定、家屋倒壊区域について

・AEDの設置状況について
・小中学生のゲーム依存について

　集落内開発の不可能な地域でクラインガルテン（滞在型市民農
園）による活性化と観光振興を図っては。

　自然や農作業を体感、体験できる滞在型観光施設としては良い
と思う。北部地域の方や関係機関と協議を重ね研究していく。

　老朽化の第一小と児童増加が著しい中央小を統廃合し西中隣地
に新設してはいかがか。

　第一小と中央小は現時点では存続し、老朽化対策として長寿命
化計画を作成している。今後の児童数の動向や住民の意見を考慮し
慎重に対応したい。

吉永　健司議員

北部地域の活性化・10万都市を目指し

・高速道路情報掲示板の設置について
・種子法廃止に伴う今後の展望について　ほか

　地区防災計画の策定状況と避難行動要支援者の対応（支援者の
確保）はできているのか。

　地区防災計画は83区中39区が完成。今後各区の総会での承認
を得て、５月までにはほぼ全ての区で完成予定である。
　避難行動要支援者名簿の取り組み状況については、新年度に各区
の調査を実施し状況把握・啓発推進に取り組みたい。

　堀川のハザードマップ配布にあわせて、浸水想定区域住民に対
する不安解消に向けた、きめ細かな取り組みが必要では。

　防災意識の向上を図り、各地域でのマイタイムライン（自分自
身の避難計画）づくりに対応していきたい。

坂本　早苗議員

地区防災計画の進捗状況は？

・男性職員の育児休業取得率10％目標について

 　SDGs達成に向けた取り組みとして、SDGsの理念を活かした
学習、自治体職員の勉強会、まちづくり、市民へのSDGsの理解、
認知向上についての啓発、SDGs未来都市宣言について伺う。

　市の第２期基本計画に、28本の施策がSDGsの17の目標に紐
づいているか示している。全職員に体験型の研修を予定し市民には、
広報誌、ホームページによる情報提供と、カ一ドゲ一ムを利用して

楽しく理解してもらえるよう出前講座による周知・啓発を図る。環
境問題では、食品ロスを意識した3010運動、気候変動については、
18市町村全域で地球温暖化対策実行計画の策定を計画し、
「2050年温室効果ガス排出実質ゼロ」を目指す。

松井美津子議員

SDGsの取り組みについて

・ハンセン病問題啓発事業について
・日常生活用具給付事業について

　「よかとことこウォーキング」の設置は何カ所で、会員数と実
働会員数は。また、機械は全て稼動しているのか。

　会員数は12月現在4,093名で、実働会員数は月500～600名
である。稼働状況は、元気の森公園３台、ヴィーブル２台、妙泉寺
公園２台、弁天山３台、セミコンテクノパーク１台である。

　熊本市の健康アプリは無償でダウンロードして、コースに行か

なくても誰でも日常の生活で使え、貯まったポイントが商品に交換
できる。本市でも導入されたらいかがか。

　連携中枢都市圏会議で、共同利用の協議を行なっている。今後
検討して、ぜひ実現したいと考えている。

来海　恵子議員

誰もが簡単に使え、参加できる健康アプリ導入を！

・小中学校のトイレ問題について
・クリエーター創造育成事業について　ほか
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・熊本地震後の上下水道管の本格整備について
・ゴミ処理経費について　ほか

　バス停に立ち姿でバスを待つお年寄りのために長椅子を設置
してもらいたい。

　コミュニティバスの路線は民間路線を除き幅員が狭く通行者の
安全性を優先し、積極的なベンチの設置は考えていない。

　平成30年度決算報告で約８千万円の必要経費に対し交通協議
会ではどのような意見が出ているのか。

　協議会委員から多少の運行経費はやむを得ない。長く継続させ
るため利便性を高め利用者確保に努めるよう多く意見が出ている。

　この運行計画で市負担額の上限はどの位と考えているか。
　市の財政負担は８千万円前後で推移し今後もこれを維持する。
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犬童　正洋議員

市内コミュニティ交通関連について

　全国で輸入小麦で作られた学校給食のパンから発がん性の疑
いのある除草剤グリホサートが検出されている。市内小中学校の
給食で提供されているパンの輸入小麦の占める割合は。

　学校給食のパンは県学校給食会から購入している。外国産小
麦90％、内訳ではカナダ産、アメリカ産が半分ずつ。残りの
10％が熊本県産の小麦で、その混合となっている。

　　子どもたちの健康を守るために、国産小麦100％、もしくは
米粉パンに切り替えてはどうか。切り替えが難しいなら、現在週
２回のパンの日を米飯給食にしてはどうか。

　当面は現状維持として進めていく。

濱元幸一郎議員

学校給食のパンの安全性について
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一般質問 各議員の一般質問の様子は、QRコードでインターネット録画をご覧いただけます。
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・ジェンダー平等社会の取り組みについて
・保育士確保へ市独自の支援策の検討を
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従来、ひきこもりは主として若年・青年層の課題としてイメージされてきた。しか
し最近では、就職氷河期世代も含め中高年層に及ぶ大きな社会問題としてクローズ
アップされてきている。
政府が中高年層を対象に初めて実施した全国規模の調査が、昨年３月公表されたが、

40～64歳のひきこもりが全国で約61万人にのぼるという推計は社会に大きな衝撃を
与えた。ひきこもり期間の長期化や高齢化により、高齢者の親とともに社会的に孤立
するケースも少なくない。
政府としては、これまで都道府県・政令市への「ひきこもり地域支援センター」の設

置や「ひきこもりサポーター養成研修・派遣事業」を行ってきたが、今後は、より身近
な場所での相談支援の実施や社会参加の場の充実など、就職氷河期世代も含めた中高
年のひきこもりに対して、これまで以上に実効性ある支援と対策を講じるべきである。
そこで政府におかれては、中高年のひきこもりは、個々人やその家族だけの問題で

はなく、社会全体で受け止めるべき大変重要な課題と捉え、下記の事項について早急
に取り組むことを強く求める。
１　より身近な場所での相談支援を行うため、自立相談支援機関の窓口にアウト
リーチ支援員を配置し、同行相談や信頼関係の構築といった対本人型のアウト
リーチ支援を実施すること。また、自立相談支援の機能強化に向けたアウトリー
チ等を行うための経費については、新たな財政支援の仕組みを創設すること。
２　中高年のひきこもりにある者に適した支援の充実を図るため、市区町村による
「ひきこもりサポート事業」のさらなる強化を図ること。具体的には、中高年が
参加しやすくなるような居場所づくりやボランティア活動など就労に限らない多
様な社会参加の場の確保。さらには家族に対する相談や講習会などの取り組みを
促進すること。
３　「8050問題」など世帯の複合的なニーズやライフステージの変化に柔軟に対応
できるよう、「断らない相談支援」や「伴走型支援」など、市区町村がこれまでの
制度の枠を超えて包括的に支援することができる新たな仕組みを構築すること。

内閣総理大臣、厚生労働大臣　あて
提出者　松井　美津子ほか12名

新型コロナウイルスによる感染症（ＣＯＶＩＤ-19）が世界各地に拡大し、多くの
感染者・死者が発生している。世界保健機関（ＷＨＯ）は「国際的に懸念される公衆
衛生上の緊急事態」を宣言しており、事態はいまだ収束の兆しを見せていない。
このような中、本市においては、新型コロナウイルス対策本部を設置し、市民への感
染予防啓発活動を行うなど対策を講じているところであるが、熊本県内においても複数
の感染者が確認されるなど、感染者の増加が懸念される。
よって、国におかれては、新型コロナウイルス感染症対策を進めるにあたり、引き
続き地方自治体と十分な連絡を図るとともに、下記の事項について早急に具体化して
いくことを強く求める。
１　国民が冷静に行動できるよう迅速で正確な情報提供を進めるとともに、相談窓
口の周知徹底を図ること。
２　感染者や感染家族の情報提供においては人権に格段の配慮をすること。
３　感染症指定医療機関の診査体制に万全を期すとともに、相談体制やＰＣＲ検査
実施等の強化充実を一層進めること。
４　マスク、防護服、消毒用アルコール等の安定供給を一層進めるための措置を速
やかに講じること。
５　感染拡大防止に万全を期すため、空港・港における水際対策のさらなる強化を
図ること。
６　周辺諸国と広域的な対応について早急に体制を整えること。
７　咳エチケットや手洗い等の具体的な感染予防の方法を周知徹底すること。
８　幼稚園・保育所、学校、社会福祉施設等への正確な情報伝達とともに、感染予
防の取り組みを徹底すること。
９　観光産業や中小企業・小規模事業者に対する資金融資等の切れ目のない支援策
を積極的に取り組むこと。

衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣　ほか　あて
提出者　吉永　健司ほか12名

近年の輸入野菜の増加により野菜の価格は低迷を極め、資材価格は高騰する中にお
いて農家は少ない利益で何とか経営を維持している現状があります。
今回の新型コロナウイルスの影響で経済が停滞し、宿泊客の減少や外での飲食も減

少する中、全国での学校の休校で給食がストップし、市場での取引が大きく減退する
という状況に追い込まれ農産物の価格はさらに低迷しています。
このままでは、農産物を出荷しても、その経費すら価格に反映されず圃場での廃棄

という最悪の状況に追い込まれます。
新型コロナウイルスのまん延防止対策の必要性は十分理解できますが、農家は再生

の利かない重要かつ人が生きる上でなくてはならない産業です。しかし、国内農家の多
くは個人経営であり、その各々が日本の食を支えています。
この状況が、いつ終息するか誰も予想できない現在、このままでは、多くの農家が

資材費も払えず経営破綻に追い込まれる恐れがあります。
国におかれては、既に「新型コロナウイルス感染症対策の基本方針」が打ち出され、

さらに第２弾の緊急対応策として各種施策が講じられることとなっておりますが、
日々の状況も刻々と変化しているため、引き続き農家に対し実効性のある緊急支援策
として、下記の事項を実現されるよう強く要望します。
１　価格下落による収入不足に対し金融機関と連携し速やかに新型コロナウイルス
に特化した運営資金調達ができる制度を早急に確立すること。
２　運営資金調達にあたり国が利子補給を行い農家の負担を少なくすること。
３　農家の所得減少による補塡等、経営に実効性のある緊急支援策を行うこと。
４　今後の状況に応じた迅速かつ柔軟な支援策を講じること。
内閣総理大臣、財務大臣、農林水産大臣、内閣官房長官　あて

提出者　吉永　健司ほか12名

近年の輸入野菜の増加により野菜の価格は低迷を極め、資材価格は高騰す
る中において、農家は少ない利益で何とか経営を維持している現状があります。
今回の新型コロナウイルスの影響で経済が停滞し、宿泊客の減少や外での

飲食も減少する中、全国での学校の休校で給食がストップし、市場での取引が
大きく減退するという状況に追い込まれ農産物の価格はさらに低迷しています。
このままでは、農産物を出荷しても、その経費すら価格に反映されず圃場
での廃棄という最悪の状況に追い込まれます。
新型コロナウイルスのまん延防止対策の必要性は十分理解できますが、農

家は再生の利かない重要かつ人が生きる上でなくてはならない産業です。
特に熊本県は、農業が中心的産業でありその生産高、販売高においても全

国でトップクラスであることは誰もが知るところです。しかし、県内農家の
多くは個人経営であり、その各々が日本の食を支えています。
この状況が、いつ終息するか誰も予想できない現在、このままでは、多く
の農家が資材費も払えず経営破綻に追い込まれる恐れがあります。
熊本県におかれては、「熊本県新型コロナウイルス感染症対策本部会議」

を開催し、様々な対策を講じていること、国への要望も行われていることに
敬意を表する一方で、日々の状況も変化する中において今後も引き続き農家
に対し実効性のある緊急支援策として、下記の事項を実現されるよう強く要
望します。
１　価格下落による収入不足に対し金融機関と連携し速やかに新型コロナ
ウイルスに特化した運営資金調達ができる制度を早急に確立すること。

２　運営資金調達にあたり国が利子補給を行い農家の負担を少なくするこ
と。

３　農家の所得減少による補塡等、経営に実効性のある緊急支援策を行う
こと。

４　今後の状況に応じた迅速かつ柔軟な支援策を講じること。
熊本県知事　あて

提出者　吉永　健司ほか12名

｠
近年本市においては、児童生徒数が増加していることに併せて、特別に支

援が必要な子どもたちも増加し、その支援内容も多様化しています。
学校現場では、限られた教職員で工夫しながら対応され、担任の先生には、

特にご尽力いただいていることを承知しております。しかしながら、本市の
特別支援学級における加配教員の不足については、年度途中で解消した学校
もありますが、年度末まで配置されない学校もあり、教員の不足は否めない
事実です。特別支援学級並びに通常学級における教員の未配置により、安
全・安心な学校生活に支障が出ている現状があります。このことは、先生方
の負担増や子どもや保護者の不安につながります。
つきましては、すべての学校における特別支援教育において子どもたちが、

その特性に合った教育を受ける環境を確保するため、熊本県において下記事
項に対する適正な措置を講じられるよう強く要望いたします。
１　小中学校における特別支援学級を始めとするすべての学級において、児

童生徒の授業に携わる教員（臨時的任用を含む）の未配置が生じないよ
う適正配置について対策を講じること。

２　上記１を達成するため、教職員の働き方改革を進める等、具体的方策を
講じることで教職希望者が増えるようにすること。

熊本県知事、熊本県教育委員会　教育長　あて
提出者　西嶌　隆博　ほか５名

中国・武漢市で発生した新型コロナウイルスの影響は全国に及び、多くの
感染者が発生しております。熊本県内においても感染者が発生したことで、
外出の自制自粛による、イベントの中止や宿泊客の減少、サプライチェーン
の既存による市場取引の減少により、経済全体の活動が縮小し閉塞感が漂っ
ています。県内では熊本地震からの創造的復興が着実に進んではおりますが、
中には被災から復興途上の中小・小規模事業者もあり、特段の配慮が必要と
思料します。
本市においては約1,800の事業者がありますが、今回の新型コロナウイル

ス感染症の影響により、中国から資材・原材料を仕入れている建設業・製造
業では、資材調達ができなくなり、新規仕入先を探すことに苦慮しておりま
す。また、小売業では購買客の減少や商談会中止による販売機会の消失など、
市商工会を通じた相談が多数寄せられており、先行きの不透明さに経営への
不安が増大しております。このままでは、多くの中小・小規模事業者の経営
が成り立たなくなり、破綻に追い込まれる危険性があります。
熊本県におかれては、「熊本県新型コロナウイルス感染症対策本部会議」

を開催し、様々な対策を講じていること、国への要望も行われていることに
敬意を表する一方で、日々の状況も変化する中において今後も引き続き商工
事業者（中小・小規模事業者）の安定した経営を確立するため、下記の事項
について、実効性のある緊急支援策を実現されるよう強く要望いたします。
１　金融機関と連携し万全で徹底的な資金繰り支援を行うこと。
２　サプライチェーンの毀損等への対応として、国内生産強化やＢＣＰ対
策・策定の支援を国と連携して行うこと。

３　経済活動縮小により悪影響を受ける産業に対する経営支援策の強化を
図ること。

４　より多くの相談に対応するため、経営相談窓口の支援を行うこと。
５　今後の状況に応じた迅速かつ柔軟な支援策を講じること。
熊本県知事　あて

提出者　西嶌　隆博　ほか12名

原案可決
中高年のひきこもりに対する実効性ある支援と対策を
求める意見書

農家に対し実効性のある緊急支援策を求める意見書

原案可決

原案可決

新型コロナウイルス感染症対策等を求める意見書
合志市小中学校の特別支援教育に対する意見書

原案可決

原案可決

新型コロナウイルス感染症の影響を受ける商工業者
（中小・小規模事業者）への緊急支援策を求める意見書

原案可決

農家に対し実効性のある緊急支援策を求める意見書
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・菊池・山鹿地域自転車ネットワークについて
・協議会、審議会等の会議録の公開について

　法改正等により嘱託員制度はどう変わるのか。
　地方公務員法の一部改正で、特別職非常勤職員の厳格化に伴

い、これまでの特別職の地方公務員という位置づけができなくな
る。令和２年４月以降は現在の内容を業務委託として引き続きお
願いする予定だ。守秘義務については委託契約書の中に秘密の保
持や個人情報保護に関する内容も記載し、遵守していただく。

　嘱託員制度が変わることについて十分な説明をしているのか。
それに対して意見はなかったのか。

　嘱託員会議開催時に説明している。委託をお願いする中身は変
わらないということで、不都合が出るという意見はなかった。

問

上田　欣也議員

「業務委託」に変わる嘱託員制度

　県は新たに堀川の浸水想定に加えて、「家屋倒壊等氾濫想定区
域」を示した。大雨時堀川の川岸が壊れて家屋が倒壊する可能性の
ある範囲を表している。市のハザードマップにも載せるのか。

　見難くならないよう配色等を考慮して掲載したい。
　東日本大震災の時の「釜石の奇跡」は、中学生らが自ら考えて

行動を起こした結果成し遂げたもの。堀川の家屋倒壊想定等、児童

生徒には自分の命は自分で守る教育が大事である。小中学生の希望
者に防災士資格取得を提案するが教育委員会、市長部局へ伺う。

　訓練や防災教育等で防災士の紹介を取り組む。
　様々な課題があるが今後防災士協議会等の中で検討して行く。

青山　隆幸議員

堀川浸水想定、家屋倒壊区域について

・AEDの設置状況について
・小中学生のゲーム依存について

　集落内開発の不可能な地域でクラインガルテン（滞在型市民農
園）による活性化と観光振興を図っては。

　自然や農作業を体感、体験できる滞在型観光施設としては良い
と思う。北部地域の方や関係機関と協議を重ね研究していく。

　老朽化の第一小と児童増加が著しい中央小を統廃合し西中隣地
に新設してはいかがか。

　第一小と中央小は現時点では存続し、老朽化対策として長寿命
化計画を作成している。今後の児童数の動向や住民の意見を考慮し
慎重に対応したい。

吉永　健司議員

北部地域の活性化・10万都市を目指し

・高速道路情報掲示板の設置について
・種子法廃止に伴う今後の展望について　ほか

　地区防災計画の策定状況と避難行動要支援者の対応（支援者の
確保）はできているのか。

　地区防災計画は83区中39区が完成。今後各区の総会での承認
を得て、５月までにはほぼ全ての区で完成予定である。
　避難行動要支援者名簿の取り組み状況については、新年度に各区
の調査を実施し状況把握・啓発推進に取り組みたい。

　堀川のハザードマップ配布にあわせて、浸水想定区域住民に対
する不安解消に向けた、きめ細かな取り組みが必要では。

　防災意識の向上を図り、各地域でのマイタイムライン（自分自
身の避難計画）づくりに対応していきたい。

坂本　早苗議員

地区防災計画の進捗状況は？

・男性職員の育児休業取得率10％目標について

 　SDGs達成に向けた取り組みとして、SDGsの理念を活かした
学習、自治体職員の勉強会、まちづくり、市民へのSDGsの理解、
認知向上についての啓発、SDGs未来都市宣言について伺う。

　市の第２期基本計画に、28本の施策がSDGsの17の目標に紐
づいているか示している。全職員に体験型の研修を予定し市民には、
広報誌、ホームページによる情報提供と、カ一ドゲ一ムを利用して

楽しく理解してもらえるよう出前講座による周知・啓発を図る。環
境問題では、食品ロスを意識した3010運動、気候変動については、
18市町村全域で地球温暖化対策実行計画の策定を計画し、
「2050年温室効果ガス排出実質ゼロ」を目指す。

松井美津子議員

SDGsの取り組みについて

・ハンセン病問題啓発事業について
・日常生活用具給付事業について

　「よかとことこウォーキング」の設置は何カ所で、会員数と実
働会員数は。また、機械は全て稼動しているのか。

　会員数は12月現在4,093名で、実働会員数は月500～600名
である。稼働状況は、元気の森公園３台、ヴィーブル２台、妙泉寺
公園２台、弁天山３台、セミコンテクノパーク１台である。

　熊本市の健康アプリは無償でダウンロードして、コースに行か

なくても誰でも日常の生活で使え、貯まったポイントが商品に交換
できる。本市でも導入されたらいかがか。

　連携中枢都市圏会議で、共同利用の協議を行なっている。今後
検討して、ぜひ実現したいと考えている。

来海　恵子議員

誰もが簡単に使え、参加できる健康アプリ導入を！

・小中学校のトイレ問題について
・クリエーター創造育成事業について　ほか
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問

問

問
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問

問

問

答

答
答

答
答

その他の
質問事項

・熊本地震後の上下水道管の本格整備について
・ゴミ処理経費について　ほか

　バス停に立ち姿でバスを待つお年寄りのために長椅子を設置
してもらいたい。

　コミュニティバスの路線は民間路線を除き幅員が狭く通行者の
安全性を優先し、積極的なベンチの設置は考えていない。

　平成30年度決算報告で約８千万円の必要経費に対し交通協議
会ではどのような意見が出ているのか。

　協議会委員から多少の運行経費はやむを得ない。長く継続させ
るため利便性を高め利用者確保に努めるよう多く意見が出ている。

　この運行計画で市負担額の上限はどの位と考えているか。
　市の財政負担は８千万円前後で推移し今後もこれを維持する。

問

問

問

問

問

犬童　正洋議員

市内コミュニティ交通関連について

　全国で輸入小麦で作られた学校給食のパンから発がん性の疑
いのある除草剤グリホサートが検出されている。市内小中学校の
給食で提供されているパンの輸入小麦の占める割合は。

　学校給食のパンは県学校給食会から購入している。外国産小
麦90％、内訳ではカナダ産、アメリカ産が半分ずつ。残りの
10％が熊本県産の小麦で、その混合となっている。

　　子どもたちの健康を守るために、国産小麦100％、もしくは
米粉パンに切り替えてはどうか。切り替えが難しいなら、現在週
２回のパンの日を米飯給食にしてはどうか。

　当面は現状維持として進めていく。

濱元幸一郎議員

学校給食のパンの安全性について

答

答

問

答

答

答

答

答

答

一般質問 各議員の一般質問の様子は、QRコードでインターネット録画をご覧いただけます。
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・ジェンダー平等社会の取り組みについて
・保育士確保へ市独自の支援策の検討を
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従来、ひきこもりは主として若年・青年層の課題としてイメージされてきた。しか
し最近では、就職氷河期世代も含め中高年層に及ぶ大きな社会問題としてクローズ
アップされてきている。
政府が中高年層を対象に初めて実施した全国規模の調査が、昨年３月公表されたが、

40～64歳のひきこもりが全国で約61万人にのぼるという推計は社会に大きな衝撃を
与えた。ひきこもり期間の長期化や高齢化により、高齢者の親とともに社会的に孤立
するケースも少なくない。
政府としては、これまで都道府県・政令市への「ひきこもり地域支援センター」の設

置や「ひきこもりサポーター養成研修・派遣事業」を行ってきたが、今後は、より身近
な場所での相談支援の実施や社会参加の場の充実など、就職氷河期世代も含めた中高
年のひきこもりに対して、これまで以上に実効性ある支援と対策を講じるべきである。
そこで政府におかれては、中高年のひきこもりは、個々人やその家族だけの問題で

はなく、社会全体で受け止めるべき大変重要な課題と捉え、下記の事項について早急
に取り組むことを強く求める。
１　より身近な場所での相談支援を行うため、自立相談支援機関の窓口にアウト
リーチ支援員を配置し、同行相談や信頼関係の構築といった対本人型のアウト
リーチ支援を実施すること。また、自立相談支援の機能強化に向けたアウトリー
チ等を行うための経費については、新たな財政支援の仕組みを創設すること。

２　中高年のひきこもりにある者に適した支援の充実を図るため、市区町村による
「ひきこもりサポート事業」のさらなる強化を図ること。具体的には、中高年が
参加しやすくなるような居場所づくりやボランティア活動など就労に限らない多
様な社会参加の場の確保。さらには家族に対する相談や講習会などの取り組みを
促進すること。

３　「8050問題」など世帯の複合的なニーズやライフステージの変化に柔軟に対応
できるよう、「断らない相談支援」や「伴走型支援」など、市区町村がこれまでの
制度の枠を超えて包括的に支援することができる新たな仕組みを構築すること。

内閣総理大臣、厚生労働大臣　あて
提出者　松井　美津子ほか12名

新型コロナウイルスによる感染症（ＣＯＶＩＤ-19）が世界各地に拡大し、多くの
感染者・死者が発生している。世界保健機関（ＷＨＯ）は「国際的に懸念される公衆
衛生上の緊急事態」を宣言しており、事態はいまだ収束の兆しを見せていない。
このような中、本市においては、新型コロナウイルス対策本部を設置し、市民への感
染予防啓発活動を行うなど対策を講じているところであるが、熊本県内においても複数
の感染者が確認されるなど、感染者の増加が懸念される。
よって、国におかれては、新型コロナウイルス感染症対策を進めるにあたり、引き
続き地方自治体と十分な連絡を図るとともに、下記の事項について早急に具体化して
いくことを強く求める。
１　国民が冷静に行動できるよう迅速で正確な情報提供を進めるとともに、相談窓
口の周知徹底を図ること。

２　感染者や感染家族の情報提供においては人権に格段の配慮をすること。
３　感染症指定医療機関の診査体制に万全を期すとともに、相談体制やＰＣＲ検査
実施等の強化充実を一層進めること。

４　マスク、防護服、消毒用アルコール等の安定供給を一層進めるための措置を速
やかに講じること。

５　感染拡大防止に万全を期すため、空港・港における水際対策のさらなる強化を
図ること。

６　周辺諸国と広域的な対応について早急に体制を整えること。
７　咳エチケットや手洗い等の具体的な感染予防の方法を周知徹底すること。
８　幼稚園・保育所、学校、社会福祉施設等への正確な情報伝達とともに、感染予
防の取り組みを徹底すること。

９　観光産業や中小企業・小規模事業者に対する資金融資等の切れ目のない支援策
を積極的に取り組むこと。

衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣　ほか　あて
提出者　吉永　健司ほか12名

近年の輸入野菜の増加により野菜の価格は低迷を極め、資材価格は高騰する中にお
いて農家は少ない利益で何とか経営を維持している現状があります。
今回の新型コロナウイルスの影響で経済が停滞し、宿泊客の減少や外での飲食も減

少する中、全国での学校の休校で給食がストップし、市場での取引が大きく減退する
という状況に追い込まれ農産物の価格はさらに低迷しています。
このままでは、農産物を出荷しても、その経費すら価格に反映されず圃場での廃棄

という最悪の状況に追い込まれます。
新型コロナウイルスのまん延防止対策の必要性は十分理解できますが、農家は再生

の利かない重要かつ人が生きる上でなくてはならない産業です。しかし、国内農家の多
くは個人経営であり、その各々が日本の食を支えています。
この状況が、いつ終息するか誰も予想できない現在、このままでは、多くの農家が

資材費も払えず経営破綻に追い込まれる恐れがあります。
国におかれては、既に「新型コロナウイルス感染症対策の基本方針」が打ち出され、

さらに第２弾の緊急対応策として各種施策が講じられることとなっておりますが、
日々の状況も刻々と変化しているため、引き続き農家に対し実効性のある緊急支援策
として、下記の事項を実現されるよう強く要望します。
１　価格下落による収入不足に対し金融機関と連携し速やかに新型コロナウイルス
に特化した運営資金調達ができる制度を早急に確立すること。

２　運営資金調達にあたり国が利子補給を行い農家の負担を少なくすること。
３　農家の所得減少による補塡等、経営に実効性のある緊急支援策を行うこと。
４　今後の状況に応じた迅速かつ柔軟な支援策を講じること。
内閣総理大臣、財務大臣、農林水産大臣、内閣官房長官　あて

提出者　吉永　健司ほか12名

近年の輸入野菜の増加により野菜の価格は低迷を極め、資材価格は高騰す
る中において、農家は少ない利益で何とか経営を維持している現状があります。
今回の新型コロナウイルスの影響で経済が停滞し、宿泊客の減少や外での

飲食も減少する中、全国での学校の休校で給食がストップし、市場での取引が
大きく減退するという状況に追い込まれ農産物の価格はさらに低迷しています。
このままでは、農産物を出荷しても、その経費すら価格に反映されず圃場
での廃棄という最悪の状況に追い込まれます。
新型コロナウイルスのまん延防止対策の必要性は十分理解できますが、農

家は再生の利かない重要かつ人が生きる上でなくてはならない産業です。
特に熊本県は、農業が中心的産業でありその生産高、販売高においても全

国でトップクラスであることは誰もが知るところです。しかし、県内農家の
多くは個人経営であり、その各々が日本の食を支えています。
この状況が、いつ終息するか誰も予想できない現在、このままでは、多く
の農家が資材費も払えず経営破綻に追い込まれる恐れがあります。
熊本県におかれては、「熊本県新型コロナウイルス感染症対策本部会議」

を開催し、様々な対策を講じていること、国への要望も行われていることに
敬意を表する一方で、日々の状況も変化する中において今後も引き続き農家
に対し実効性のある緊急支援策として、下記の事項を実現されるよう強く要
望します。
１　価格下落による収入不足に対し金融機関と連携し速やかに新型コロナ
ウイルスに特化した運営資金調達ができる制度を早急に確立すること。

２　運営資金調達にあたり国が利子補給を行い農家の負担を少なくするこ
と。

３　農家の所得減少による補塡等、経営に実効性のある緊急支援策を行う
こと。

４　今後の状況に応じた迅速かつ柔軟な支援策を講じること。
熊本県知事　あて

提出者　吉永　健司ほか12名

｠
近年本市においては、児童生徒数が増加していることに併せて、特別に支

援が必要な子どもたちも増加し、その支援内容も多様化しています。
学校現場では、限られた教職員で工夫しながら対応され、担任の先生には、

特にご尽力いただいていることを承知しております。しかしながら、本市の
特別支援学級における加配教員の不足については、年度途中で解消した学校
もありますが、年度末まで配置されない学校もあり、教員の不足は否めない
事実です。特別支援学級並びに通常学級における教員の未配置により、安
全・安心な学校生活に支障が出ている現状があります。このことは、先生方
の負担増や子どもや保護者の不安につながります。
つきましては、すべての学校における特別支援教育において子どもたちが、

その特性に合った教育を受ける環境を確保するため、熊本県において下記事
項に対する適正な措置を講じられるよう強く要望いたします。
１　小中学校における特別支援学級を始めとするすべての学級において、児

童生徒の授業に携わる教員（臨時的任用を含む）の未配置が生じないよ
う適正配置について対策を講じること。

２　上記１を達成するため、教職員の働き方改革を進める等、具体的方策を
講じることで教職希望者が増えるようにすること。

熊本県知事、熊本県教育委員会　教育長　あて
提出者　西嶌　隆博　ほか５名

中国・武漢市で発生した新型コロナウイルスの影響は全国に及び、多くの
感染者が発生しております。熊本県内においても感染者が発生したことで、
外出の自制自粛による、イベントの中止や宿泊客の減少、サプライチェーン
の既存による市場取引の減少により、経済全体の活動が縮小し閉塞感が漂っ
ています。県内では熊本地震からの創造的復興が着実に進んではおりますが、
中には被災から復興途上の中小・小規模事業者もあり、特段の配慮が必要と
思料します。
本市においては約1,800の事業者がありますが、今回の新型コロナウイル

ス感染症の影響により、中国から資材・原材料を仕入れている建設業・製造
業では、資材調達ができなくなり、新規仕入先を探すことに苦慮しておりま
す。また、小売業では購買客の減少や商談会中止による販売機会の消失など、
市商工会を通じた相談が多数寄せられており、先行きの不透明さに経営への
不安が増大しております。このままでは、多くの中小・小規模事業者の経営
が成り立たなくなり、破綻に追い込まれる危険性があります。
熊本県におかれては、「熊本県新型コロナウイルス感染症対策本部会議」

を開催し、様々な対策を講じていること、国への要望も行われていることに
敬意を表する一方で、日々の状況も変化する中において今後も引き続き商工
事業者（中小・小規模事業者）の安定した経営を確立するため、下記の事項
について、実効性のある緊急支援策を実現されるよう強く要望いたします。
１　金融機関と連携し万全で徹底的な資金繰り支援を行うこと。
２　サプライチェーンの毀損等への対応として、国内生産強化やＢＣＰ対
策・策定の支援を国と連携して行うこと。

３　経済活動縮小により悪影響を受ける産業に対する経営支援策の強化を
図ること。

４　より多くの相談に対応するため、経営相談窓口の支援を行うこと。
５　今後の状況に応じた迅速かつ柔軟な支援策を講じること。
熊本県知事　あて

提出者　西嶌　隆博　ほか12名

原案可決
中高年のひきこもりに対する実効性ある支援と対策を
求める意見書

農家に対し実効性のある緊急支援策を求める意見書

原案可決

原案可決

新型コロナウイルス感染症対策等を求める意見書
合志市小中学校の特別支援教育に対する意見書

原案可決

原案可決

新型コロナウイルス感染症の影響を受ける商工業者
（中小・小規模事業者）への緊急支援策を求める意見書

原案可決

農家に対し実効性のある緊急支援策を求める意見書
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月 日 曜 会議名 主な内容

６

４ 木 本会議 市長提出議案上程及び説明

５ 金
本会議 一般質問８ 月

９ 火

11 木
本会議 質疑、委員会付託

予算決算常任委員会 質疑、各分科会分担付託等

12 金
常任委員会・分科会 付託事件の審査

15 月

18 木
予算決算常任委員会

分科会長報告、自由討議

24 水 総括質疑、討論、採決

26 金 本会議
委員会報告（質疑、討論、表決）

議員提出議案（上程、質疑、討論、表決）

　
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の
感
染
が
全
世
界
へ
広
が
り
、
２
０

２
０
東
京
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
・
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク
が
１
年
程
度
延

期
決
定
。
世
界
中
に
広
が
る
ウ
イ
ル
ス
の
猛
威
を
見
れ
ば
延
期

も
や
む
を
得
ま
せ
ん
。
先
送
り
し
て
も
「
完
全
な
形
」
で
開
催

で
き
る
か
分
か
り
ま
せ
ん
が
、
中
止
と
い
う
最
悪
の
事
態
は
回

避
で
き
ま
し
た
。
や
は
り
選
手
や
観
客
の
安
全
が
第
一
で
あ
り

ま
す
。

　
色
々
な
企
画
イ
ベ
ン
ト
な
ど
が
延
期
・
中
止
と
な
り
、
本
市

で
も
学
校
行
事
・
職
場
行
事
が
同
様
の
対
応
と
な
り
一
日
も
早

い
終
息
を
願
う
ば
か
り
で
す
。

　
感
染
症
対
策
と
と
も
に
、
災
害
も
忘
れ
て
は
な
ら
な
い
。
地

域
の
防
災
拠
点
・
連
携
と
交
流
の
拠
点
と
し
て
「
黒
石
防
災
拠

点
セ
ン
タ
ー
」
が
３
月
に
開
設
さ
れ
ま
し
た
。
市
内
で
は
野
々

島
防
災
拠
点
セ
ン
タ
ー
・
合
志
庁
舎
隣
の
防
災
セ
ン
タ
ー
に
続

き
３
ヵ
所
目
と
な
り
ま
す
。
防
災
訓
練
・
教
育
の
場
と
し
て
も

皆
さ
ま
に
、
お
お
い
に
活
用
し
て
い
た
だ
き
た
い
も
の
で
す
。

　
本
市
で
は
、令
和
２
年
度
予
算
を
決
定
し
、新
年
度
が
ス
タ
ー

ト
し
ま
し
た
。
広
報
委
員
と
し
て
、
市
議
会
の
内
容
を
少
し
で

も
皆
さ
ま
に
わ
か
り
や
す
く
お
知
ら
せ
で
き
る
よ
う
に
、
頑

張
っ
て
い
き
た
い
と
考
え
て
お
り
ま
す
。

　
ま
た
、
地
域
の
課
題
や
要
望
な
ど
を
行
政
へ
届
け
る
橋
渡
し

役
に
な
り
ま
す
。
皆
さ
ま
の
声
を
お
聞
か
せ
く
だ
さ
い
。

（
辻
　
大
二
郎
）

編
集
後
記

令和２年第２回定例会日程（予定）

議会広報調査特別委員会議会広報調査特別委員会

委 員 長　上田　欣也 　副委員長　青山　隆幸
委　　員　澤田　雄二 　委　　員　辻　大二郎
委　　員　辻　　　藍 　委　　員　永清　和寛
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https://www.city.koshi.lg.jp/gikai/default.html
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令和２年第１回定例会審議結果（２月25日～３月19日）

　　　　　　　　　　　　　　         　　　　　　　　議　　員　　名
 
　　 議　案　等　の　名　称

議席
番号 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19

賛

　成

反

　対
議
決
結
果

永
清

　和
寛

辻

　
　
　藍

辻

　大
二
郎

後
藤

　祐
二

犬
童

　正
洋

澤
田

　雄
二

野
口

　正
一

齋
藤

　正
昭

青
山

　隆
幸

西
嶌

　隆
博

後
藤

　修
一

濱
元
幸
一
郎

上
田

　欣
也

坂
本

　早
苗

吉
永

　健
司

来
海

　恵
子

松
井
美
津
子

青
木

　照
美

坂
本

　武
人

市  

長  

提  

出  

議  

案

条

　
　例

議２ 地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条
例の整備等に関する条例 可 全  会  一  致 長 18 0

議３ 成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係法
律の整備に関する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例 可 全  会  一  致 長 18 0

議４ 合志市環境整備基金条例 可 全  会  一  致 長 18 0

議５ 合志市一般職の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例 可 全  会  一  致 長 18 0

議６ 合志市職員定数条例の一部を改正する条例 可 全  会  一  致 長 18 0

議７ 合志市し尿運搬費補助に関する条例の一部を改正する条例 可 全  会  一  致 長 18 0

議８ 合志市学童保育施設条例の一部を改正する条例 可 全  会  一  致 長 18 0

議９ 合志市営住宅条例の一部を改正する条例 可 全  会  一  致 長 18 0

議10 熊本都市計画事業御代志土地区画整理事業施行条例の一部を改正する条例 可 全  会  一  致 長 18 0

議11 合志市奨学資金貸付条例の一部を改正する条例 可 全  会  一  致 長 18 0

議12 合志市部落差別等をなくし人権を守る条例の一部を改正する条例 可 全  会  一  致 長 18 0

議13 合志市立割老人憩の家条例を廃止する条例 可 全  会  一  致 長 18 0

議36 合志市長等の給与及び旅費に関する条例の一部を改正する条例 可 全  会  一  致 長 18 0

予

　
　算

議14 令和元年度合志市一般会計補正予算（第４号） 可 全  会  一  致 長 18 0

議15 令和元年度合志市介護保険特別会計補正予算（第４号） 可 全  会  一  致 長 18 0

議16 令和元年度合志市国民健康保険特別会計補正予算（第３号） 可 全  会  一  致 長 18 0

議17 令和元年度合志市後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号） 可 全  会  一  致 長 18 0

議18 令和元年度合志市工業団地整備事業特別会計補正予算（第２号） 可 全  会  一  致 長 18 0

議19 令和元年度合志市水道事業会計補正予算（第４号） 可 全  会  一  致 長 18 0

議20 令和元年度合志市工業用水道事業会計補正予算（第３号） 可 全  会  一  致 長 18 0

議21 令和元年度合志市下水道事業会計補正予算（第４号） 可 全  会  一  致 長 18 0

議22 令和２年度合志市一般会計予算 可 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ 長 17 １

議23 令和２年度合志市介護保険特別会計予算 可 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ 長 17 １

議24 令和２年度合志市国民健康保険特別会計予算 可 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ 長 17 １

議25 令和２年度合志市後期高齢者医療特別会計予算 可 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ 長 17 １

議26 令和２年度合志市工業団地整備事業特別会計予算 可 全  会  一  致 長 18 0

議27 令和２年度合志市水道事業会計予算 可 全  会  一  致 長 18 0

議28 令和２年度合志市工業用水道事業会計予算 可 全  会  一  致 長 18 0

議29 令和２年度合志市下水道事業会計予算 可 全  会  一  致 長 18 0

議35 令和元年度合志市一般会計補正予算（第５号） 可 全  会  一  致 長 18 0

そ
の
他

議１ 損害賠償の額の決定 可 全  会  一  致 長 18 0

議30 合志市道路線の廃止 可 全  会  一  致 長 18 0

議31 合志市道路線の認定 可 全  会  一  致 長 18 0

議32 菊陽町道路線の認定に係る合志市区域内道路の承諾 可 全  会  一  致 長 18 0

議33 権利の放棄について（住宅使用料金債権） 可 全  会  一  致 長 18 0

議34 権利の放棄について（水道料金債権） 可 全  会  一  致 長 18 0

報
告

報１ 専決処分（損害賠償に係る額の決定）の報告 報  告  終  了

報２ 専決処分（損害賠償に係る額の決定）の報告 報  告  終  了
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